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○ 財務部長の松浦でございます。 

○ 私から、10月29日（火）に発表いたしました2014年3月期第2四半期決算と通期見
通しについて、ご説明させていただきます。 
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○ まず2ページをご覧ください。上期の実績および通期見通しの概要をお示ししており
ます。 

○ 上期は、単体の運輸収入のほか、流通業やその他事業の子会社の収入が好調で
あったことなどから、営業収益は連結で4期連続の増収、単体はその他収入におい
て会社間清算が減少したことにより減収、営業利益、経常利益、四半期純利益は連
結・単体ともに2期連続の増益となりました。 

○ なお、通期業績予想につきましては、上期実績や足元の状況を踏まえて、連結・単
体とも変更しておりません。 
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○ 次に単体の決算について3ページをご覧ください。 

○ 上期は、運輸収入が対前年+36億円増加したものの、さきほど申しました通り、会
社間清算の減等によりその他収入が対前年▲68億円減少したため、営業収益は
対前年▲32億円の減収となりました。 

○ なお、会社間清算については、JR他社との車両の貸借にまつわる単価が昨年10
月から大幅に下がったことにより、収入・経費ともに約▲60億円減少しましたが、
利益への影響は殆どございません。 

○ 一方、物件費は電力代が対前年約+30億円ほど増要素となっているものの、減価
償却費の減や上期は通期見通しに比べて経費の執行が少なかったこと等により
営業費用が対前年▲42億円減少したことから、営業利益は対前年+10億円の増
益となりました。 



4 

○ 次に4ページをご覧ください。運輸収入の主な増減要因についてご説明します。 

○ 上期の運輸収入は、対前年+36億円、100.9％の3,886億円となりました。1Q決算時
点では、対前年+4億円、100.2％とほぼ前年並みでしたが、2Q決算単独では対前
年+32億円、101.6％でした。7月以降、夏季のご利用が好調であったこと等から増
収となりました。 

○ 内訳としましては、航空機の増便などにより、一定のマイナス影響を受けたものの、 
｢スーパー早特｣などの企画商品やダイヤ改正等の効果により、ネットでは▲7億円
程度の影響に留まったと見ています。 

○ また、近畿圏については、グランフロント大阪、あべのハルカスなど大型商業施設の
開業が相次いだこと等を背景に、堅調に推移しました。 
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○ 次に6ページをご覧ください。 

○ 通期の運輸収入見通しは変えておりません。新幹線は引き続き好調、在来線は
ほぼ前年並みで推移すると考え、通期の運輸収入を対前年+58億円、100.8％の
7,750億円と見ております。 
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○ 次に7ページをご覧ください。 

○ 単体の営業費用は、対前年▲42億円減少の3,712億円となりました。 

○ 電気料金値上げ等については、年間で対前年+80億円程度影響があるものと見
ております。上期では、動力費と業務費を合わせて対前年+30億円ほど影響がご
ざいました。内訳としては、電気料金値上げ、燃料費調整制度、再生可能エネル
ギー賦課金、油代の値上げ等を含んでおります。 

○ しかしながら、昨年10月の会社間清算単価の見直し等によって業務費が減少し
たほか、償却進捗によって減価償却費も減少したことなどにより、上期において
は対前年▲42億円減少となりました。 
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○ 次に8ページをご覧ください。 

○ 上期では僅かに増益でしたが、通期の見通しは変えておりません。単体の下期
については減益となり、通期でも減益となる見通しです。 

○ 単体の営業費用については、対前年+63億円増加の7,725億円の見通しです。
減価償却費の減等を見込んでいるものの、さきほど申しました通り電気料金値上
げ等による+80億円の増や、修繕費の業務波動による増等もあり、通期では対前
年+63億円増加と見ております。 

○ 以上が、単体ひいては連結が減益となる要因です。 
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○ 次に連結決算について9ページをご覧ください。 

○ 上期の営業収益は、単体の運輸収入のほか、流通業やその他事業の子会社の
収入が好調であったことなどから、対前年+27億円増収の6,421億円となりました。 

○ 営業費用は、単体で業務費や減価償却費が減少したため、子会社で収入増に
伴う物件費が増加したものの、連結では対前年▲3億円減少の5,673億円となり、
営業利益は連結で対前年+30億円増加の748億円となりました。 

○ なお、通期の見通しは、冒頭にも申し上げましたとおり、上期実績や足元の状況
を踏まえて、変更しておりません。 
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○ 次に10ページをご覧ください。セグメント別の実績についてご説明します。 

○ まず流通業については、昨年開業した大阪駅の駅ナカ商業施設「エキマルシェ大
阪」の平年度化影響や、物販飲食子会社が運営するビジネスホテル「ヴィアイン岡
山」の平年度化影響、「ヴィアイン名古屋」の新規開業影響に伴う増収があったため
百貨店業が減収となったものの、営業収益は対前年+15億円増加の1,168億円とな
りました。営業損益については、物販飲食業の増収に加え、昨年度のJR大阪三越
伊勢丹の減損に伴う減価償却負担の減少やコスト削減等により、対前年+26億円改
善の20億円の営業利益となりました。 

○ 不動産業については、姫路のショッピングセンターの開業効果があった一方で、マ
ンション分譲については通期で大きな増収を見込んでいるものの上期においては
減少したことなどにより、営業収益が対前年▲9億円減少の428億円となりました。営
業利益は、ショッピングセンター開業に伴う一時的な経費の増加や新大阪駅にある
ショッピングセンターのリニューアル工事による支障影響に加え、分譲収入の減など
により、対前年▲19億円減少の122億円となりました。 

○ その他については、景気の回復や堅調なレジャー需要を背景に、ホテル業、旅行
業の収入が堅調に推移したほか、工事業についても、北陸新幹線関連工事の受注
等により大幅な増収となりましたが、工事の受注増による物件費増の結果、営業収
益は対前年+47億円増加の602億円、営業利益は対前年+0億円増加の25億円とな
りました。 

○ 簡単ですが以上でご説明を終わります。 
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○ 副社長の来島でございます。私からは、上期の実績を受けた今後の取り組みにつ
いて、ご説明させていただきます。 
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○ まず15ページをご覧ください。 

○ 15ページでは今年度スタートした中期経営計画について説明しております。言うま
でもなく、今年度は｢中期経営計画2017｣の1年目です。これからの新しいJR西日
本グループの実現に向けて重点戦略を実行していくところです。具体的に着手し
た細かな施策や、これから種をまく施策等様々ありますが、これまでのところ、堅調
なスタートが切れたと考えております。 

○ 足元では、上期の実績にありましたとおり、景気の見通しに明るさが見られます。
グランフロント大阪など大型の商業プロジェクトも開業し、関西全体の活性化に期
待できるのではないかと考えております。 

○ 一方、人口が減っていくという状況の中で、不透明な電力問題の動向や激しさを
増す航空機との競合等、当社を取り巻く経営環境は決して楽観はできません。 

○ その中で、私どもとしては、経済環境の好転を受け止めながら、中計でお示しした
戦略を推進していく中で、掲げた業績見通しの達成、更にその上積みを目指して
いきたいと考えております。 

○ それとともに、言うまでもなく安全性のさらなる向上は私どもの至上命題です。将来
の成長に資するコンテンツの充実とあわせて、JR西日本グループ全体の中長期的
な成長と持続可能な経営の実現に向けてしっかりと実行していきたいと考えており
ます。 

 

○ そうした中で、特に本日は事業戦略の「新幹線」「近畿圏」「事業創造」という３つの
点について説明させて頂きます。 
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○ まず、山陽新幹線について17ページをご覧ください。上期収入は、さきほどお示しましたよう
に夏場や9月三連休のお出かけが好調で、概ね計画通りでした。 

○ 一方、対抗輸送機関である航空機については、昨年12月に山口県の岩国空港が開港しこ
と、また今年3月の羽田・伊丹空港における増便に加え、10月に関空～福岡間で新規就航
が行われるなど、経営環境は言うまでもなく厳しさを増しています。 
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○ 18ページに競争力アップのための色々な施策を掲げましたが、こういった施策を手をこまねくことなく
実行していきたいと考えております。 

○ 具体的には、記載していますとおり、今年3月のダイヤ改正では、「のぞみ」・「さくら」の速達化、東京
～広島間等の「のぞみ」の増発や、「のぞみ」の徳山停車の増加など、岩国空港を含めて航空機との
競争を意識した施策を展開しております。 

○ e5489やエクスプレス予約については、会員数やご利用件数は順調に増えています。キャンペーン
展開により、高い利便性をお客様に知っていただき、会員数とご利用の更なる拡大に取り組み、リピ
ーター化をいっそう進め、お客様の取り込みに注力してまいります。 

○ また、ハード面では、新幹線の新型車両であるN700Aの投入、既存のN700系の改造といったように
、より快適性を向上させていきたいと考えております。 

○ あわせて、この春から、競争環境が厳しくなった区間において、航空機の価格を意識した商品の拡
充にも取り組み、主に観光のお客様をターゲットとして、大阪～博多間に「スーパー早特」を設定い
たしました。 

○ 実績では、新幹線の大阪～博多間のご利用は、第一四半期に特別に調査を行ったところ、5％程度
のご利用の増があり、比較的若い世代のお客様を中心に、単価減を上回る新規需要を掘り起こせた
のではないかと感じております。 

○ このようなご利用状況を踏まえ、更なる需要の拡大のために九州方面の熊本・鹿児島へ区間を追加
設定するとともに、下期も継続設定いたしました。販売に際しては、時期に応じて席数をコントロール
するなどイールドマネジメントにも留意し、収入の最大化を図ってまいります。 

○ また、これからご利用の拡大が見込まれるシニア世代の観光需要やインバウンドの需要の取り込み
にも取り組んでまいります。 

○ 円安により増加しているインバウンドのお客様については、商品展開や西日本観光ルートの開発に
加え、当社エリア内をスムーズにご旅行いただけるよう、ニーズの高い無線LANの主要駅での整備
や、多言語通訳サービスを拡大するなど、ソフト面でも施策を進めています。 

○ こうした営業施策を効果的に展開し、経済環境好転という追い風を捉えて、過去最高となる運輸収
入3,627億円の今期計画に掲げておりますが、この計画の達成に取り組んでまいる覚悟です。 
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○ 参考までに、19ページに今後の北陸新幹線について記載しております。 

○ 列車体系や列車名を発表したところであり、今後、JR東日本と連携してプロモーション
に努めてまいります。 
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○ 二つ目の柱の近畿圏につきまして、20、21ページをご覧ください。 

○ 近畿圏につきましては、グランフロント大阪など大型商業施設の開業などにより、ご利
用は好調に推移しています。2011年のOSAKA STATION CITYの開業のタイミングで
大阪駅への直通快速を増発するなど、梅田エリアの拠点性向上を意識したダイヤ改
正を行ってきたことが、結果として功を奏していると考えています。 

○ 今後とも、さらに魅力ある近畿エリアの創造と輸送品質の向上の取り組みを進めること
で、当社のご利用の維持・拡大を図ってまいりたいと考えております。 
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○ 具体的には、JR神戸線やJR京都線等において新駅の設置や駅改良を進めるほ
か、大阪環状線において高架下の開発を進めて駅や街の機能の充実を図るな
ど、トータルでの線区価値の向上に取り組んでまいります。 

○ また、おでかけ情報サイト等を通じ、10月に来街者が3億人に達したOSAKA 
STATION CITYを核に、関西の魅力について情報発信に努めたいと考えており
ます。関西の私鉄等とも連携しながら、より広域からの集客を図ってまいります。 

○ さらに、おおさか東線の整備などを、鉄道ネットワークをより良くするという観点で
着実に進めてまいります。 

 



○ ３つ目の柱として事業創造について、22ページ以降にお示ししております。 

 

○ 事業創造を新幹線・近畿圏と並ぶ成長の柱と位置づけており、流通業や不動産業
といった生活関連サービス事業につきましては、中期経営計画で計画した案件を
着実に推進しているところです。23ページに記述がありますが、天王寺や三ノ宮で
の駅改良に合わせた構内店舗のリニューアルや、ショッピングセンターの大規模リ
ニューアル等を行い、既存事業の強化・拡大を図ってまいります。 

○ また、私どものエリアの西端である福岡地区での土地取得による商業施設開発に着
手するなど、強みを発揮できる分野・事業について積極的な市中展開を図ってまい
ります。 

○ そのほか、当初計画に織り込んでいなかった新しい案件として、福知山線の塚口駅
前用地を取得し、駅ビルや住宅分譲事業への参画もあわせて検討しております。 

○ さらには、ビジネスプロデュースグループを私どもの創造本部の組織として立ち上げ
ており、新たな業態や事業分野への展開について、色々と検討を進めているところ
です。 
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○ 最後にJR大阪三越伊勢丹についてお話させて頂きます。 

○ JR大阪三越伊勢丹につきましては、グランフロント大阪が開業した今年の春直後にはお
客様がそちらへ流れたものの、その後大阪駅北側に来られるお客様向けに実施した営
業施策の効果が徐々に出てきていると感じています。しかしながら、昨年後半から梅田
エリアの競争環境の激化が当然あり、上期の収入は通期見通しに対し、少し弱含みだと
感じております。 

 

○ 下期に向けて、会員数と稼働率が着実に上向いているカード会員に着目した新規獲得
や会員様への販促、実績・魅力ある催事の開催など、色々な効果を検証しつつ、工夫
を加えた営業施策を展開してまいります。消費増税前の駆け込み需要を取り込みなが
ら、着実に収入を確保してまいります。 

 

○ 同時に、三越伊勢丹HDなどとプロジェクトチームを作り2015年春の再生開業に向けた
店作りの検討を進めており、今年度中には計画の概要を公表したいと考えております。 
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○ 次に、26ページをご覧ください。 

○ 山陽新幹線のATC取り替えや地震・津波対策等の安全関連投資に加え、いよいよ
北陸新幹線関連投資が本格化するため、連結設備投資額は1,920億円を計画して
おり、上期実績は462億円でした。 

○ 引き続き、投資件名については一つひとつ効果を見極めつつ、計画的に実施し、
全体的な資産の効率性（ROA）を確保してまいります。 

○ また、成長に資する投資についても色々な観点で検討し、可能性あるものは、ぜひ
追加して実施していく考えです。 



○ 次に、27ページをご覧ください。 

○ 先ほど申し上げたように、今年度は設備投資が再び増加すること等から、フリー･
キャッシュフローは昨年度と比べて大きく減少する見通しです。 

○ 株主還元につきましては、中期経営計画に掲げた方針に基づき、こうしたフリー・
キャッシュフローの状況を踏まえつつ、今年度は、昨年度と同じ1株あたり年間
110円の配当を予定しております。 

○ また、今回、2008年度に取得した自己株式452万株強を消却することといたしまし
た。 

○ 自己株式については、安全性や競争力の向上につながるような資本提携があれ
ば活用していきたいと考えてきましたが、保有期間が5年を経過したため、基本方
針に則って、この度消却いたしました。 

 

○ 私からのご説明は以上です。 
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